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障害者の雇用・就労を取り巻く環境 

【県の障害者雇用の現状】 
 ○近年、着実に増進 
 ○平成２８年６月１日現在の実雇用率 ⇒ ２．０９％（法定雇用率達成） 
 ○法定雇用率達成企業割合 ⇒ ５８．８％ ⇒ 約４割で未達成 
 

【経済団体の自主的取組】 
 ○「現場実習受入れＭＡＰ」を作成 
 
    ⇒  障害のある人の一般就労に向けた後押し・企業の障害者雇用に向けた一歩目 
       を踏み出しやすくする取組 
 

【法的環境整備１】 
 ○障害者雇用促進法一部改正 
 
    ⇒  ①雇用主に対し、障害を理由とした差別禁止と合理的配慮の提供を義務付け 
        ②法定雇用率の更なる引き上げ（平成３０年度） 
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障害者の雇用・就労を取り巻く環境 

【法的環境整備２】 
 
○平成２７年１２月の社会保障審議会障害者部会による障害者総合支援法施行３年後の 
  見直しについての報告書 
 
  ⇒   ①一層の一般就労促進を図る取組 
      ②就労移行支援事業への一般就労移行実績を踏まえたメリハリのある評価 
    ③実地（企業現場）研修を含む人材育成・支援ノウハウの共有を進める取組 
    ④就労継続支援事業への一般就労に向けた支援や移行実績を踏まえた評価 
      ⑤就労継続支援Ｂ型事業利用希望者を対象とした就労アセスメントの状況把握およ 
      び検証ならびに対象拡大の検討 
 
        などに触れられている。 
 
 
○障害者総合支援法の一部改正（平成２８年度） 
 
   ⇒  上①を受け、厚生労働省が、就労継続・職場定着に向けた生活支援を担う新サー 
    ビスとして、就労定着支援を創設（平成３０年度導入予定） 
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障害者の雇用・就労を取り巻く環境 

【障害福祉サービス事業所の現状】 
 
○福祉施設から一般就労への移行実績 
  ⇒  平成24年度 72名 ⇒ 平成27年度 132名 
     ※総定員に占める移行割合は低迷（3%弱） 
  
○就労移行支援事業所 
  ①移行実績        平成24年度 32名   ⇒ 平成27年度 63名 
  ②移行率20%以上    平成25年度 32.4% ⇒ 平成27年度 46.9% 
  ③移行実績なし     平成25年度 55.8% ⇒ 平成27年度 29.4% 
  
○就労継続支援Ａ型事業所 
  ①移行実績        平成24年度 1名 ⇒ 平成27年度 10名 
  ②移行率          平成27年度 2.16%  全国平均：平成26年度 4.5% 
  ③移行実績なし     75% 
 
○就労継続支援Ｂ型事業所 
    ①移行実績        平成24年度 29名  ⇒ 平成27年度 39名 
  ②移行率          平成27年度 1.37%  全国平均：平成26年度 1.6% 
  ③移行実績なし     78%  

4 



 
        一般企業 

障 
 

 
 

害 
 

 
 

者 

 

公共職業安定所 

 障害者職業センター 

 障害者働き・暮らし応援センター（障害者就業・生活支援センター） 

 
  

 

 就労移行支援事業所 

 就労継続支援事業所 

 

障害等の現状に合わせた再調整 
 

相談支援事業所や定着支援を実施していた障害福祉サー
ビス事業所・働き暮らし応援センター 

・求職登録 
・職業指導 
・職業紹介 
・訓練あっ旋 
・定着支援      等 

職業準備のための社会生
活訓練・職業基礎訓練 

幅広い職場開拓 
職場定着支援、企
業への助言等 

日常生活上に関する相
談支援・制度使用援助 

公共職業安定所への同
行、企業への訪問支援 

就労系障害福祉サービス事業所 実習の受入先 
確保・実習支援 

事業所での 
能力向上支援 

職場定着
支援 

連携支援 
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着
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障害者職業センター 

ジョブコーチ支援 

適切なアセスメント・モニタリングによる移行 

学校 ・ 計画相談 ・ 生活支援センター ・ 就労移行支援事業 ・ 働き暮らし応援センター 

サポート 
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就労支援施設等のあり方検討会（県：平成２８年度） 

【検討の柱】 
 

１．障害福祉サービス事業所から一般就労への移行等 
 
 
 

２．障害者働き・暮らし応援センターと障害福祉サービス 
  事業所との連携 
 
 

３．企業の障害者雇用への理解促進 
 
 
 

４．現時点で一般就労に繋がっていない方の就労支援 
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就労支援施設等のあり方検討会（県：平成２８年度） 

【報告書概要】 
 
１．障害福祉サービス事業所から一般就労への移行等 
 
（１）個々の力に応じたサービス移行や一般就労移行について、的確な支援を行っている 
    事業所ほど経営が厳しくなるといった制度上の課題がある。 
 
     ⇒  「多機能型」を対象に、一般就労移行実績を評価する仕組みを導入。 
 
 
（２）的確なアセスメントによる適切な支援を行うには、職員が就労支援の着眼点や企業 
   現場を把握する必要がある。 
 
    ⇒  就労アセスメント研修など既存研修強化、出前講座など受講しやすい環境整備 
      ○就労支援の着眼点  ○企業現場、ニーズなどの理解 
      ○企業などへの障害特性、個人の強み、作業環境改善などの提案力向上 
  
      ※一層の的確なサービス提供 
      ※企業などへの効果的な助言・支援 
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就労支援施設等のあり方検討会（県：平成２８年度） 

２．障害者働き・暮らし応援センターと障害福祉サービス事業所と 
  の連携 
 
○アセスメントやモニタリングなどの仕組みをしっかりと活用する必要がある。 
     ⇒ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
      ①サービス利用前から期間中も含めて、関係者全体で個人を支援 
      ②働き・暮らし応援センターによる新サービスの就労定着支援などの実施を期待 
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就労支援施設等のあり方検討会（県：平成２８年度） 

３．企業の障害者雇用への理解促進 
 
○障害者雇用促進の様々な取組の一体的整理や社会的事業所で積み上げたノウハウ 
  の発信など企業の理解促進を進める必要がある。 
 
  ⇒①教育委員会での「しがしごと検定」や「しがしごと応援団」、商工観光労働部での「ト 
     ライワーク事業」などの取組と経済団体の自主的な取組との連携。 
   ②「しがしごと応援団」の取組が卒業後も繋がる仕組みの検討。 
   ③積極的な実習受入を行っている企業を評価する仕組みの検討。 
   ④社会的事業所による障害理解など企業に対する啓発活動の積極的実施。 
 
 
○企業側への相談窓口などのわかりやすい提示の必要性 
 
  ⇒  障害福祉の相談窓口や障害福祉サービスの役割を示すなど、雇用に向けた一歩 
    を踏み出しやすい、また、企業のみで課題を抱え込まない環境整備が重要。 
 
 
※官公庁での積極的な障害者雇用が必要 
 9 



就労支援施設等のあり方検討会（県：平成２８年度） 

４．現時点で一般就労に繋がっていない方の就労支援について 
 
○就労継続支援事業所は、「能力向上の場」であることを改めて支援者が認識すること 
  や障害のある人が活躍できる場をさらに増やすことが必要。 
  ⇒ 
      ①適切なアセスメント・モニタリングにより、作成・変更した個別支援計画に基づく 
       的確なサービス提供 
 
    ②個人の力を最大限に活かす、次のステップや成長に繋げるメリハリのある支援 
      の実施 
 
      ③地域課題に着目した新たな職の開拓や施設外就労・支援の拡大 
 
    ④介護現場での障害者雇用のように、その人がもたらす「働き」に着目し、様々な 
      効果があることを示すことでの職域拡大 
 
※障害福祉サービス事業所には、現に、一般就労が可能と思われる方など、力のある方 
    がおられるが、その力に応じたサービスや一般就労への移行に繋がっていない現状が 
    あることを職員が重視し、かつ、個々の支援にあたって次のステージを意識しながら就 
  労意欲を醸成することが重要である。 10 



滋賀県障害者雇用対策本部の概要 

滋賀県障害者自立 

支援協議会  

○目   的 ： 関係部局等との連携により、障害者の雇用に係る施策の総合的かつ効果的な推進を図る。  

○設   置 ： 平成２４年１２月１７日 

○事  務  局 ： 障害福祉課、労働雇用政策課 

○所掌事務 ： ① 障害者の雇用の推進に関する総合調整に関すること。 ② 経済団体、福祉団体等の関係機関との連絡調整に関すること。 

          ③ その他障害者の雇用について必要な事項に関すること。 

本部員会議 
（本部長：知事、副本部長副知事） 

幹事会議 
（主幹事：健康医療福祉部次長、 商工観光労働部次長、 

     教育委員会事務局教育次長） 

滋賀県障害者雇用 

促進検討会議 

課題提起、 

連携策等の提言 

総合政策部長 企画調整課長 

総務部長 人事課長、私学・大学振興課長 

県民生活部長 県民活動生活課長、人権施策推進課長 

琵琶湖環境部長 環境政策課長 

健康医療福祉部長 次長、健康福祉政策課長、障害福祉課長 

商工観光労働部長 次長、商工政策課長、労働雇用政策課長 

農政水産部長 農政課長 

土木交通部長 監理課長 

会計管理者 管理課長 

企業庁長 総務課長 

病院事業庁長 経営管理課長 

教育委員会教育長 教育次長、教育総務課長、学校支援課長、高校教育課長、幼小中教育課長 

警察本部長 警務課長 

滋賀労働局職業安定部長 職業対策課長 

本部員 幹事 
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【参考】滋賀県障害者自立支援協議会からの提言
（平成２９年１月） 

【提言の柱 １】 
 
○就労支援のさらなる強化へ  「福祉の受け手から、地域の担い手へ」を進めるために。 
 
  提言の視点 ⇒ 就労系サービス事業所からの就職率向上に向けた取組 
             ～すべての事業所から毎年１人は就職者を～ 
 
  提言の概要 ⇒ ○職員の資質向上 
             ○働き続けることへの支援、働く意識の向上の取組 
             ○資格取得での職業能力開発（メンテ、調理、フォークリフトなど） 
 

【提言の柱 ２】 
 
○教育との連携強化  「豊かな職業的自立を目指す滋賀の教育のあり方」 
 
  提言の視点 ⇒ 在学中からの関係機関との更なる連携による進路支援 
              
  提言の概要 ⇒ ○企業団体独自の取組とのタイアップ・助成制度の創設 
             ○職場開拓機能の強化 
             ○キャリア教育のさらなる推進 
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【参考】滋賀県障害者自立支援協議会からの提言
（平成２９年１月） 

【提言の柱 ３】 
 
○企業等へのアプローチ 
 
  提言の視点 ⇒ 障害の理解促進と企業（本人）への支援の充実 
              
  提言の概要 ⇒ ○企業の不安・負担軽減のための取組の充実 
             ○経済団体独自の「職場見学・体験受入れマップ」の実用と拡充 
             ○官公庁における積極的な実習受入れ 
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